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１ 広域計画の趣旨 

長野県後期高齢者医療広域連合広域計画（以下「広域計画」という。）は、地方自治法第

291 条の７及び長野県後期高齢者医療広域連合規約第５条の規定により、議会の議決を経

て作成することが義務づけられており、広域連合の目標等を明確に示しながら事務処理に

当たるとともに、広域連合と広域連合を組織する全ての市町村が相互に役割分担を行い、

連絡調整を図りながら処理することが必要な事務について定めるものです。 

 

これまでに、平成 19 年度から平成 23 年度までの５年を期間とする「第一次広域計画」

を策定し、その後、平成 24 年度に「第二次広域計画」を策定しましたが、国が後期高齢者

医療制度の廃止方針を示していたことから、その期間については、現行制度の廃止までと

しました。 

 しかし、平成 25 年８月の社会保障制度改革国民会議報告書において、「後期高齢者医療

制度は十分定着していると考えられる。今後は、現行制度を基本としながら、実施状況等

を踏まえ、必要な改善を行っていくことが適当である。」と、後期高齢者医療制度存続の方

針が示されました。 

また、急速な少子高齢化の進展等による社会保障給付費の増大及び生産年齢人口の減少

に鑑み、受益と負担の均衡がとれた持続可能な社会保障制度の確立を図るため、同年 12

月「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律」（プログラム法）

が成立したほか、同法に規定された医療保険制度改革に係る措置として、平成 27 年５月に

は「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律」

（医療保険制度改革法）が成立し、財政基盤の安定化等、医療保険制度の改正が行われて

います。 

 

広域連合の役割については「高齢者の医療の確保に関する法律」（高確法）の改正によっ

て、高齢期における適切な医療の確保を図ることのみならず、高齢者の心身の特性に応じ、

健康教育、健康相談、健康診査、保健指導、健康管理及び疾病の予防に係る被保険者の自

助努力についての支援、その他被保険者の健康の保持増進のために必要な事業（令和元年

５月の法改正により「高齢者保健事業」と定義されました。）を行うように努めなければな

らないと明記されたほか、制度の財政責任を持つ運営主体として、医療費適正化の推進、

社会保障・税番号制度の開始に伴うセキュリティ対策の強化、幅広い世代に対し制度周知

を行う広報活動等、医療保険者としての機能強化が求められています。 

 

 これら状況を踏まえ、また、全ての団塊世代が 75 歳以上になる令和７年を見据えて、平

成 29 年度から令和７年度を期間とする「第三次広域計画」を策定することにより、当広域

連合の基本方針（ビジョン）を明確に示し事務処理に当たるとともに、当広域連合を組織

する全ての市町村と連携を図りながら、被保険者の皆さまが安心して医療を受けられ、地

域で健康的な生活を送っていただけるよう、医療保険者としての責務を果たしてまいりま

す。 
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２ 現状と課題 

(1) 進む高齢化と人口の減少 

   平成 28 年 10 月の国勢調査結果（確定値）に基づく、平成 27 年 10 月１日現在の長

野県の総人口は、前回調査の平成 22 年から 53,645 人減少し、2,098,804 人になりま

した。 

国立社会保障・人口問題研究所によると、長野県の総人口は今後もしばらくは減少

が続き、令和７年頃には 200 万人を割り込む一方で、75 歳以上の後期高齢者（以下「後

期高齢者」という。）人口は増加し続け、全ての団塊世代が 75 歳以上になる令和７年

には、県民の５人に１人以上が後期高齢者になると予想しています。 

  また、後期高齢者医療制度の被保険者は、一定程度の障がいの状態にある 65 歳以上

75 歳未満の高齢者と 75 歳以上の後期高齢者とで構成されており、一般的な所得水準

にある被保険者の医療給付費は、被保険者自らが負担する保険料で約１割、公費から

約５割、残りの約４割を現役世代（生産年齢人口とされている 15 歳以上 64 歳以下）

が支援金として負担する仕組みになっているため、被保険者数の増加と現役世代人口

の減少は、持続可能な医療保険制度として運営していくための課題となります。 

このため、適切な医療給付、被保険者の利便性の向上及び事務の効率化を図るため、

保険者としての機能強化を図るとともに、構成市町村と連携し、保険料収入の確保、

被保険者の健康づくりの推進及び医療費の適正化等による保険財政の健全化・安定化

に取り組んでいく必要があります。 

   また、これら取組を周知するため、積極的な広報活動が必要です。 

平成22年 平成27年 令和２年 令和７年

75歳以上 304,363人 327,307人 360,567人 404,133人

65～74 264,938人 298,778人 298,455人 259,156人

15～64歳 1,281,683人 1,186,865人 1,128,752人 1,072,843人

0～14歳 295,742人 269,752人 245,461人 221,821人

人口割合 14.2% 15.7% 17.7% 20.6%

295,742人 269,752人 245,461人 221,821人
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長野県の年代別人口と後期高齢者の人口割合

 
※平成 22 年・27 年の総人口は、国勢調査結果（確定値）に基づくもので、年齢不詳を含むもの。 

※平成 22 年・27 年の後期高齢者人口割合は、総人口から年齢不詳の実数を減算後に算出したもの。 

※令和２年・７年の人口は、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（平成 30 年３月

推計）」出生中位・死亡中位仮定による推計結果に基づくもの。 

2,152,449 人 2,098,804 人 2,018,822 人 1,937,623 人 
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(2) 高い一人当たり医療費の伸び 

   高額薬剤の保険適用による調剤医療費の高騰、高度な医療技術の普及等を背景に、

被保険者一人当たり医療費は年々増加しており、平成 31 年４月に厚生労働省が公表し

た平成 29 年度の統計情報によると、長野県の被保険者一人当たり医療費は 827,202

円(全国順位は 40 位)、全国平均は 944,561 円になりました。 

   制度開始以降の統計において、長野県の被保険者一人当たり医療費は、全国平均よ

りも低く推移していますが、一日当たり入院医療費及び入院受診率の対前年度の伸び

が全国平均よりも高いことを要因に、被保険者一人当たり医療費の対前年度比の伸び

が全国平均よりも高く推移しています。 

   医療費等に関する情報の把握、被保険者の健康づくりの推進及び医療費の適正化に

努め、一人当たり医療費の伸びを、できるだけ緩やかなものにしていく必要がありま

す。 

20年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

長野県 655,268円 787,242円 799,453円 804,423円 824,529円 819,991円 827,202円 831,187円

全 国 785,904円 919,452円 929,573円 932,290円 949,070円 934,547円 944,561円

400,000円

500,000円

600,000円

700,000円

800,000円

900,000円

1,000,000円

一人当たり医療費の推移

21年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

長野県 13.7% 0.5% 1.6% 0.6% 2.5% -0.6% 0.9% 0.5%

全国 12.2% 0.1% 1.1% 0.3% 1.8% -1.5% 1.1%

-2.0%

3.0%

8.0%

13.0% 一人当たり医療費の対前年度比の伸び

※厚生労働省の後期高齢者医療事業状況報告を基に編集したもの。 
※各年度は、３月から翌年２月までの集計。但し、平成 20 年度は、４月から翌年２月までの集計。 

※平成 30 年度の全国平均については、厚生労働省の公表が未済のため空欄とし、長野県のみ掲載。 

 

 

 

 

 

- 

- 
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(3) 保険料 

保険料は医療給付費財源の一部として、被保険者全員に同額を負担いただく均等割

と、各人の所得に応じて負担いただく所得割の額とで構成され、保険料率は、２年ご

とに必要な医療費等を適切に見込んだ上、広域連合が定めることになっています。 

長野県の一人当たり医療費は全国平均よりも低いため、保険料も全国平均より低く

推移しています。 

今後は年金のマクロ経済スライドの実施により、被保険者の所得が相対的に減少す

ることが見込まれますが、一人当たり医療費が増加傾向にあることに加え、世代間の

公平な負担維持を目的とした、後期高齢者負担率（被保険者の保険料負担割合）も、

現役世代人口の減少と高齢化の進展により上昇するため、保険料が増加していくこと

が見込まれます。 

被保険者の負担感が増大することから、適切な保険料率の改定・賦課に努めるとと

もに、構成市町村との連携による保険料収入の確保を図る必要があります。 

 

保険料率等の推移 

項  目 
第１期 

Ｈ20.21 

第２期 

Ｈ22.23 

第３期 

Ｈ24.25 

第４期 

Ｈ26.27 

第５期 

Ｈ28.29 

第６期 

Ｈ30.31 

長

野

県 

均等割額（円/年） 35,787 36,225 38,239 40,347 40,907 40,907 

所得割率（％） 6.53 6.89 7.29 8.10 8.30 8.30 

被保険者一人当たり 

平均保険料 (円/月) 
3,919 3,957 4,213 4,465 4,670 4,783 

全

国 

均等割額（円/年） 41,500 41,700 43,550 44,980 45,289 45,116 

所得割率（％） 7.65 7.88 8.55 8.88 9.09 8.81 

被保険者一人当たり 

平均保険料 (円/月) 
5,283 5,249 5,569 5,632 5,785 5,857 

共

通 
後期高齢者負担率（％） 10.00 10.26 10.51 10.73 10.99 11.18 

※厚生労働省の後期高齢者医療事業状況報告を基に編集したもの。 
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(4) 健康づくりの推進 

高齢者を対象とした健康づくりの推進には、個人差に応じたきめ細かな対応が重要

となっており、被保険者の身体的、精神的及び社会的な特性や健康課題を踏まえ、地

域資源を活用した取組を、評価及び改善を重ねながら効果的・効率的かつ継続的に実

施することが必要です。 

長野県の健康課題として、被保険者の死因別割合と一件 400 万円を超える高額レセ

プトを基に、長野県と全国の被保険者の状況を比較したところ、長野県の被保険者の

死因別割合は、悪性新生物の割合が低い一方、脳血管疾患の割合が高くなっており、

また、高額レセプトの主病名は、ほとんどが循環器系疾患や心疾患であり、その基礎

疾患は高血圧症が多くを占めることがわかりました。 

このため、被保険者の健康寿命の延伸に向け、地域の高齢者の健康課題を把握し、

生活習慣病の早期発見と重症化予防を図るとともに、高齢者の特性を踏まえたフレイ

ル予防対策により自立して日常生活を送ることができる状態を維持するための取組が

必要です。 

 

死因別割合（上位５疾患）の全国比較(平成 26 年度) 

項 目 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 肺 炎 老 衰 

長野県 20.75％ 16.18％ 12.82％ 8.98％ 10.32％ 

全 国 23.25％ 16.78％ 9.65％ 11.51％ 8.12％ 

 

長野県の高額レセプトの状況（平成 27 年 5 月実績） 

順位 医療費（円） 主病名 基礎疾患 

１ 8,327,860 その他の心疾患 高血圧症、脂質異常症
 

２ 8,232,100 その他の心疾患 高血圧症 

３ 7,695,890 その他の循環器系の疾患 － 

４ 7,211,890 その他の循環器系の疾患 高血圧症 

５ 7,093,570 その他の循環器系の疾患 高血圧症 

６ 7,034,640 その他の心疾患 糖尿病
 

７ 6,808,700 その他の循環器系の疾患 － 

８ 5,637,930 腎不全 － 

９ 5,525,340 その他の悪性新生物 － 

10 5,382,140 貧血 高血圧症、糖尿病
 

11 5,260,330 腎不全 高尿酸血症
 

12 5,201,750 その他の心疾患 － 

13 5,154,930 その他の循環器系の疾患 － 

14 5,068,000 その他の心疾患 － 

15 4,905,210 その他の心疾患 － 

※「長野県後期高齢者医療広域連合 第２期保健事業実施計画（データヘルス計画）」から、抜粋したもの。 



６ 

 

 

(5) 事務の効率化・適正化 

   被保険者数の増加、医療費適正化、高齢者保健事業の増加及びチェック体制強化等

に係る事務量の増加を勘案し、構成市町村と各種協議の場を持ちながら、各種業務の

効率的かつ効果的な実施により、被保険者の利便性向上を図ってきました。今後も引

き続き、当広域連合と構成市町村とが連携し、本制度を適正に運営していく必要があ

ります。 

   また、県及び市町村からの派遣職員によって広域連合事務局を運営しているところ

ですが、特に職員数の少ない町村において職員派遣しやすい条件整備を図るため、平

成 28 年度から輪番制をとっており、この適正なルールに基づき、安定した職員体制を

維持するため、今後とも市町村の理解を得ることが必要です。 

 

 (6) 個人情報の保護 

   「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（番号

法）に基づく個人番号（マイナンバー）制度が導入され、業務対応、システム対応、

個人情報保護対応において、個人番号を含む個人情報の厳格な管理及びリスク対策が

必要です。 
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３ 基本方針 

 当広域連合では、長野県の現状と課題を踏まえ、安定的かつ適正な後期高齢者医療制度

運営を行うため、次の基本方針を定めます。 

 (1) 保険者機能の強化 

   保険者協議会の積極的活用により、他の医療保険者と連携、共同して、被保険者の

健康づくりの推進及び適切な医療の給付に努めます。また、被保険者の利便性向上の

ため、構成市町村との連携を密にし、従来実施してきた研修・説明会、健康づくりの

推進に係る意見交換会を継続し、事務処理のノウハウの蓄積・共有化により、事務の

効率化・適正化を図るとともに、介護予防との連携に取り組んでまいります。 

   当広域連合への職員派遣ルールについては、今後も構成市町村との連携を密に取り

ながら、必要が生じた場合、市町村との協議を通じて見直しを実施します。 

   マイナンバー制度の運用が本格化することに伴い、より一層個人情報の適正な管

理・保護が求められることから、システムの構築、業務マニュアルの改善、各法令や

セキュリティーポリシー等に基づく適切なセキュリティ対策、職員に対する研修等の

実施により、個人情報の適切な利用と保護の徹底を図ります。 

 

(2) 健全な財政運営 

   ２年ごとに行われる保険料率の改定においては、医療給付費等の歳出を的確に見込

むとともに、基金等を活用して保険料の増加抑制を図りつつ、補助制度等を最大限活

用して必要な財源を確保し、保険料率の適切な改定・賦課に努めます。 

また、市町村と連携を図りながら、「保険料収納対策実施計画」に基づいて、保険

料の確実な収納を図るため、広報による制度周知、口座振替の推進、被保険者の実態

に即した納付相談の実施等により、きめ細かな収納対策を推進するとともに、医療保

険制度の情勢変化にも的確に対応していくため、毎年度、予算編成方針を策定し、安

定した財政運営を図ります。 

 

(3) 健康づくりの推進 

   被保険者の健康寿命の延伸を目的とする「保健事業実施計画（データヘルス計画）」

に基づき、高齢者の特性を踏まえた高齢者保健事業を構成市町村や各種団体と十分連

携を図りながら、着実に実施します。特に、生活習慣病の早期発見、重症化予防に努

めるとともに、加齢によるフレイルの予防や、フレイル状態になっても早期に対処で

きるよう必要な医療サービスにつなげるなど、被保険者自身による健康の保持増進の

取組を支援します。 

   また、ＫＤＢシステムを活用した課題の共有や分析、情報提供等各種支援を行う一

方、各事業の評価を行いＰＤＣＡサイクルに沿って必要な改善を図りながら、効果的

な事業の推進に努めます。 

   なお、高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細かな支援を実施するために、高

齢者保健事業の一部の実施については、構成市町村に委託します。また、委託を受け

た構成市町村は、被保険者に対し効果的かつ効率的な実施を図る観点から、国民健康
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保険の保健事業及び介護保険の地域支援事業と一体的な実施の在り方を含む基本的な

方針を定めた上で、高齢者保健事業を実施するものとします。 

 

(4) 医療費の適正化 

   安心して医療等が受けられる医療保険制度の堅持と被保険者の健康保持のため、以

下により医療費の適正化に努めます。 

・被保険者の低栄養防止・重症化予防等の推進 

・後発医薬品の使用促進 

・医療費通知の送付 

・レセプト点検の実施 

・重複・頻回受診者への訪問指導 

・第三者行為に係る求償事務 

 

 (5) 広報活動 

   後期高齢者医療制度について、幅広い世代に対し理解を深めてもらう必要があるた

め、構成市町村の協力を得ながら、被保険者の健康づくりの推進や医療費適正化の取

組等を積極的に発信していきます。 

 

 

４ 広域連合及び構成市町村が行う事務 

当広域連合と構成市町村は、高確法及び長野県後期高齢者医療広域連合規約第４条に定

める事務について、明確な役割分担のもと、相互に連携を図りながら、適正かつ効率的に

事務処理を行います。 

(1) 被保険者の資格の管理に関する事務 

被保険者証の交付及び被保険者に係る認定等の事務は、広域連合が行い、被保険者

の資格管理に関する申請及び届出の受付並びに被保険者証の引渡し等の事務について

は、構成市町村が行います。 

(2) 保険給付に関する事務 

レセプトの点検及び診療報酬の支払等の事務は、広域連合が行い、保険給付に関す

る申請及び届出の受付並びに証明書の引渡し等の事務については、構成市町村が行い

ます。 

(3) 保険料に関する事務 

保険料率の決定及び保険料の賦課等の事務は、広域連合が行い、保険料に関する申

請の受付及び保険料の徴収等の事務については、構成市町村が行います。 

(4) 高齢者保健事業に関する事務 

高齢者保健事業に係る事務は、広域連合が直接実施（関係機関等への委託を含む。）

する場合と、一体的実施の取組として構成市町村に委託する場合とがありますが、い

ずれの場合においても、広域連合と構成市町村との連携の下、協議して課題や方向性

を共有することが重要です。 
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それぞれの事業実施に当たり、広域連合は必要な財源を確保した上で、直接実施の

場合、広域連合自ら現状分析や企画立案、体制整備、事業評価を行います。また、構

成市町村に対し事業を委託する場合、構成市町村は、広域連合が保有する健康・医療

情報に、自らが持つ情報を加味しながら、健康課題の把握等の現状分析や体制整備、

基本的な方針の策定、事業評価等をＰＤＣＡサイクルに沿って実施し、広域連合は、

委託事業の効果的かつ効率的な実施のため、必要な支援を行います。 

なお、保健事業を実施するに当たって取り扱う個人情報は、広域連合及び市町村と

もにそれぞれの個人情報保護条例等を遵守し、適正に管理します。 

(5) その他後期高齢者医療制度の施行に関する事務 

   制度に関する住民からの相談等の対応及び制度の周知等の広報活動については、広

域連合及び構成市町村が連携して行います。 

 

 

５ 広域計画の期間 

第三次広域計画の期間は、平成 29 年度から令和７年度までの９年間とします。 

ただし、広域連合長が必要と認めたときは、議会の議決を経て随時改定を行うものとし

ます。 

 

 

 

 

 


